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平成２３年６月１０日 

厚生労働省老健局介護保険計画課ほか 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきます 

ようよろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 

各保険者介護保険担当課（室） 御中 

← 厚生労働省 老健局 介護保険計画課ほか 

今回の内容 

 

一部の市町村に住所を有する介護保険

の被保険者に係る免除証明書等の取扱

い等について 

 

計２枚（本紙を除く） 
 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線 216４、2260) 

FAX : 03-3503-2167 
 

 



事 務 連 絡

平成２３年６月１０日

各都道府県介護保険担当主管部（局） 御中

厚生労働省老健局介護保険計画課

高齢者支援課

振 興 課

老 人 保 健 課

一部の市町村に住所を有する介護保険の被保険者に係る

について免除証明書等の取扱い等

「東日本大震災により被災した介護保険の被保険者に対する利用料の免除等の運用に

ついて （平成 年５月 日付け老介発第 第１号厚生労働省老健局介護保険計画」 23 16 0516

課長通知。以下「課長通知」という ）第１の３の(５)及び（６）に基づき、平成 年。 23

６月末までに利用料免除証明書（以下「免除証明書」という ）の発行が困難である一。

部の市町村に住所を有する介護保険の被保険者に限り、同年７月１日以降も当分の間、

被保険者証を提示し、被災した旨を申し立てることにより、利用料の支払いを猶予する

こととしているところですが、これらの被保険者の免除証明書の提示が必要となる時期

については下記のとおり取り扱うこととします。

なお、課長通知第２の３の（２）に基づき、東日本大震災に対処するための特別の財

政援助及び助成に関する法律の厚生労働省関係規定の施行等に関する省令（平成 年厚23

生労働省令第 号）第 条第３項（同令第 条及び第 条において準用する場合を57 30 31 32

含む ）に規定する認定証の提示についても同様の取扱いとします。。

また、原子力災害対策特別措置法（平成 年法律第 号）第 条第３項の規定に11 156 15

よる、避難のための立退き又は屋内への退避に係る内閣総理大臣の指示の対象地域であ

ったため避難又は退避を行っていたが、屋内退避に係る指示の解除の対象となった方に

ついては、課長通知第１の２の（１）において、別途定める日までの間に受けた介護サ

ービスについて利用料の免除の適用対象としているところですが、当該免除適用期間に

ついては下記のとおり取り扱うこととします。

これらの取扱いについて管内市区町村、サービス事業所等に周知を図るようよろしく

お願いします。

記

１．利用料等の支払い猶予期間の延長について

以下の市町村に住所を有する介護保険の被保険者については、免除証明書等の提示



が必要となる時期を平成 年７月１日以降に延期することとするが、免除証明書等の23

提示が必要となる時期は、以下の表の右欄に掲げる時期以降であること。

県名 市町村名 延期予定時期

平成２３年 ８月 １日岩手県 釜石市、大船渡市、陸前高田市、大槌町、山田

町

平成２３年 ９月 １日宮古市

平成２３年 ８月 １日宮城県 女川町、東松島市

平成２３年 ９月 １日塩竈市、多賀城市、松島町、七ヶ浜町、利府町

平成２３年１０月 １日石巻市、南三陸町

平成２３年 ８月 １日福島県 郡山市、南相馬市

平成２３年 ９月 １日白河市

免除期間終了まで広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双

免除証明書不要葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村

※ なお、上記の延期予定時期に変更が生じる場合には、改めて、変更後の延期時期

について、連絡する。

２．利用料免除の適用期間について

原子力災害対策特別措置法第 条第３項の規定による、避難のための立退き又は屋15

内への退避に係る内閣総理大臣の指示の対象地域であったため避難又は退避を行って

いたが、平成 年４月 日に指示の解除の対象となった方の利用料の免除について23 22

は、同年６月末日までの介護サービスについて適用する。
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